Mandatory Class Action by 楪 博行
はじめに
アメリカ連邦民事訴訟規則Rule 23(b)(1)および(2)に規定されるクラ
ス・アクションは、集団であるクラスの紛争を一括して処理することを目
的とする。まずRule 23(b)(1)は、個別の訴えが提起されるとクラス構成員
に矛盾する判決が出されるおそれがあり、また被告の財産がクラス全体の
損害賠償には不十分な額であるため、一括した訴えが必要とされるクラ
ス・アクションである。次にRule 23(b)(2)は、差止命令等のエクィティ上
の救済を求めることを主眼とするクラス・アクションである（1）。
以上の３類型のクラス・アクションは、強制型クラス・アクション
(mandatory class action)と別称される。クラス・アクションの当事者とな
るクラス構成員がクラスからの離脱(opt-out)を否定されるとともに、他の
クラス構成員に影響を与える個別の訴えが提起できないからである（2）。し
たがって、Rule 23(b)(1)および(2)でのクラス構成員は、クラス・アクショ
ンの判決効や和解に拘束されることになる。このような性質をもつ強制型
クラス・アクションは、いかなる意味と効果をもつのか。また、そこには
いかなる問題が存在しているのか。そこで本稿ではこれらの問題につい
て、強制型と別称されるクラス・アクションの各々の類型について、判例
および裁判例を分析することにより検討を加える。
（1）　FED. R. CIV. P. 23(b)(1), (2).
（2）　Cashman v. Dolce Int’l/Hartford Inc., 225 F.R.D. 73, 92 (D. Conn. 2004).
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一　矛盾する判決を回避するためのクラス・アクション
１．Rule 23(b)(1)(A): 矛盾する判決回避の意味と目的
クラス構成員間での矛盾する判決を回避するための規定であるRule 
23(b)(1)(A)は、クラス・アクションに反対するクラス構成員の利益を保護
し、相互に矛盾する判決を遵守する上で直面するジレンマを解消する目的
をもつものであると認識されている（3）。クラス・アクションと個別の訴え
の請求の原因が同一であれば、司法判断の相互矛盾が発生するとともに、
いずれかの当事者が不利益を被る可能性がある。矛盾する判決を回避する
ためには、各々のクラス構成員に固有の争点がない場合に限り本号のク
ラス・アクションの成立を認める成立要件の厳格化が考えられる（4）。しか
し、クラス構成員個々の請求を精査しクラス・アクション上の請求を制限
することは裁判所に膨大な負担を課すことになるため、妥当な方法にはな
らないはずである（5）。クラス・アクションに反対するクラス構成員を強制
的にクラス・アクションに拘束させることは、訴えの一括処理という利点
がある。そこで、これを根拠にしてRule 23(b)(1)(A)のクラス・アクショ
ンを広く認める方向を示す裁判例がある（6）。また本号のクラス・アクショ
ンは、被告に複数の訴えによる矛盾する判決を回避させる目的もある。た
だし、被告が相互に矛盾する判断を受け入れる場合には、本号によるクラ
ス・アクションは無意味となり、その成立が承認されることはない（7）。
２．矛盾した判決回避を目的とするクラス・アクションの成立要件
Rule 23(b)(1)(A)のクラス・アクションが成立するためには、クラス構
成員個々へ複数の判決が出される可能性が必要である。そして、これらの
（3）　Zinser v. Accufix Research Inst. Inc., 253 F.3d. 1180, 1194 (9th Cir. 2001).
（4）　Tober v. Charnita, 58 F.R.D. 74, 81 (M.D. Pa. 1973).
（5）　7AA Charles A. Wright, Arthur R. Miller & Mary Kay Kane, FEDERAL PRACTICE AND 
PROCEDURE, 3d ed. § 1773.22 (2005).
（6）　Rohdes v. E.I. du Pont de Nemours & Co., 253 F.R.D. 365, 381 (S.D. W.Va. 2008).
（7）　Alsup v. Montgomery Ward & Co., 57 F.R.D. 89, 92 (N.D. Cal. 1972).
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判決が名宛人へ相互に矛盾する行動を各々命じる内容でなければならな
い（8）。
これらの要件を満たすためには、まず複数の個別の訴えが提起される可
能性が必要となる。提起する予定のクラス・アクションに加えて、訴訟物
(subject matter)を同一とする個別の訴えが提起されるおそれである（9）。た
だし、個別の訴え提起の単なる予測だけでは本クラス・アクションの成
立は認められない（10）。次に、相互に矛盾する判決を得るとは、判断の異な
る判決が出され、その結果クラス構成員の行為基準が各々相違すること
である。相互矛盾の判決が出されることも単なる予測だけでは不十分で
ある（11）。相互に矛盾した内容をもつ判決にクラス構成員を服させる可能性
が、本号のクラス・アクションの要件だからである。また、矛盾の可能性
が存在するが実際には矛盾していない場合もこの要件は満足されないこと
になる（12）。したがってRule 23(a)(1)(A)クラス・アクションが成立するため
には、２つ以上の内容の異なる判決が出されることと、１つの判決に拘束
されれば別の判決を遵守できない状況に陥ることが必要となる（13）。例えば
一定の作為を求める判決が出され、別の判決では不作為を求める場合が想
定される。
ところで、本号のクラス・アクションは損害賠償請求とは相容れないは
ずである。本号の目的は、相互に矛盾する行為基準を設定する複数の判決を
回避するためである。行為基準の設定を行うのは損害賠償ではなく、むしろ
権利義務関係の判断を示す宣言的判決と、一定の作為および不作為を命じる
差止命令だからである（14）。ただし、損害賠償が差止命令に付随して請求さ
れる場合には、本号のクラス・アクションは成立することになる（15）。あく
（8）　FED. R. CIV. P. 23(b)(1)(A).
（9）　In re Integra Realty Res. Inc., 354 F.3d 1246, 1263-64 (10th Cir. 2004).
（10）　Id.
（11）　Id. at 1264.
（12）　Abramovitz v. Ahern, 96 F.R.D. 208, 215 (D. Conn. 1982).
（13）　Casa Orland Apts., Ltd. v. Fannie Mae, 624 F.3d 185, 97-98 (5th Cir. 2010).
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までも主位請求が損害賠償であった場合のみ本号クラス・アクションの除外
対象となるわけである（16）。例えば、独占禁止法違反案件で差止命令と損害
賠償が同時に請求されれば、主位請求が差止命令である場合に限り本号のク
ラス・アクションとして成立することができる（17）。
二　制限資金クラス・アクション
１．Rule 23(b)(1)(B): 制限資金クラス・アクションの意味と要件
Rule 23(b)(1)(B)は、個別の訴えが複数提起されると、クラス構成員間
で利害対立を発生させ訴外の他のクラス構成員の利益を侵害するおそれが
あり、これを回避するためのクラス・アクションを定めている（18）。改正諮
問委員会は、損害賠償請求が個々または複数のクラス構成員によりなされ
ると、相手方の不十分な資金のために他のクラス構成員の利益と対立する
ことがあり、それを回避するために一括した審理を行うクラス・アクショ
ンが必要であると述べている（19）。そこで、本号のクラス・アクションは制
（14）　Babineau v. Fed. Express Corp., 576 F.3d 1183, 1195 (11th Cir. 2009). なお、宣言
的判決とは、利害をもつ当事者により権利義務が争われるが、いずれの当事者も強
制的に救済を求めていない、またはその請求に至っていない場合の手段として用い
られるものである。宣言的判決は、当事者の権利義務関係、およびその他の関係に
ついての裁判所の判断を示すものである。そこで何らかの救済ではなく、当事者の
法的関係を宣言するに過ぎないものとなる。紛争発生時の法的関係の確立や、権利
侵害発生前の予防措置ともいえるものである。See, 22 A AM. JUR. 2d DECLARATORY 
JUDGEMENT § 1 (updated 2017).
（15）　Casa Orland Apts. Ltd. v. Fannie Mae, 624 F.3d 185, 197-98 (5th Cir. 2010).  本件で
は、10の請求のうち４つが損害賠償に関連したものであったが、原告が差止請求を
行っていたため、Rule 23(b)(1)(A)のクラス・アクションに適合すると判断されてい
る。
（16）　Babineau v. Fed. Express Corp., 576 F.3d 1183, 1195 (11th Cir. 2009).  請求が損害賠
償の場合のみならず差止命令であり、棄却された場合にも差止請求がなされていな
いとして本号クラス・アクションの成立が事後的に否定されることになる。See, e.g., 
Trautz v. Weisman, 846 F. Supp. 1160, 1169 (S.D. N.Y. 1994).
（17）　Reynolds v. NFL, 584 F.2d 280, 283 (8th Cir. 1978).
（18）　FED. R. CIV. P. 23(b)(1)(B).
（19）　FED. R. CIV. P. 23(b)(1)(B), Advisory Committee’s Note.
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限資金(limited fund)クラス・アクションと別称され、損害賠償の資金とな
る財産がすべての請求に対応できない場合に提起される（20）。信託財産、銀
行預金、保険金、そして清算財産に対する損害賠償請求で用いられてき
た（21）。
1999年に合衆国最高裁判所はOrtiz v. Fiberboard Corp.（22）で、本号のク
ラス・アクションが成立するための３つの要件を示した。第１は、資金す
なわち相手方の財産額ではすべての請求を満足させられないことである。
第２は、資金の一部が被告または低順位の請求者の利益のために留保され
ていないことである。すべての資金がクラス・アクションでの請求に充当
されるものでなければならないわけである。第３は、請求者が公平に扱わ
れることである（23）。
以上の要件での資金とは、財産または人身損害を補償して支払われた
保険金をも含んだ額である（24）。制限されたとは、請求額よりも資金が低
額であるだけでなく、相手方が債務超過に陥っており、現在および将来
の損害賠償請求に対応できない状態であることも含まれた資金状態とと
らえられている（25）。制限された資金を立証するには、具体的な証拠が必
要である（26）。推定の域を超えない主張（27）や多額な損害賠償請求(large ad 
damnum)だけでは満足されない（28）。
資金の制限程度については、連邦巡回区控訴裁判所間で争いがある。第
９巡回区控訴裁判所は、クラス構成員が個々に損害賠償請求の訴えを提起
（20）　See, e.g., Ortiz v. Fireboard Corp., 527 U.S. 815, 830 (1999).
（21）　Id. at 834.
（22）　527 U.S. 815.
（23）　Id. at 841.
（24）　See, e.g., In re “Agent Orange” Products Liability Litigation, 100 F.R.D. 718, 725 (E.D. 
N.Y. 1983).
（25）　In re Joint E & S Dist. Asbestos Litigation, 982 F.2d 721, 738 (2d Cir. 1992).
（26）　In re Simon Ⅱ Litigation, 407 F.3d 125, 137-38 (2d Cir. 2005).
（27）　Langley v. Coughlin, 715 F. Supp. 522, 564 (S.D. N.Y. 1989).
（28）　In re North District of Cal., Dalkon Shield IUD Products Liablity Litigation, 693 F.2d 
847, 52 (9th Cir. 1982).
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しても資金の枯渇を招かない場合には、本号のクラス・アクションが承認
されないと述べている（29）。一方で第２巡回区控訴裁判所管轄の連邦地方裁
判所では、資金の乏しい状況がクラス構成員に影響を与えると相当程度見
込めるのであれば、当該クラス・アクションが承認されると述べている。
この基準が適用されると、原告はクラス構成員の個別の訴えが確実とはい
えないまでも、単なる予測を超えて被告財産の枯渇を生じさせると立証す
ればよいわけである（30）。また別の連邦地方裁判所は、これよりもさらに緩
和した基準を採っている。一部のクラス構成員が個別に訴えを提起すると
他のクラス構成員が賠償を受けられなくなる危険性の存在を示すだけで、
本号のクラス・アクションが成立すると述べている（31）。
２．制限資金クラス・アクションでの懲罰的損害賠償請求の是非
懲罰的損害賠償が全部または一部のクラス構成員から請求されると、必
然的に損害賠償が多額化することになる。懲罰的損害賠償が請求される場
合には、次の２つの基準のいずれかに基づいて資金が制限されているかが
判断される。第１が、制限資金基準(limited fund approach)であり、被告
の財産が多数の者による多額な懲罰的損害賠償請求に対応できないほど
不十分であると立証されれば、本号のクラス・アクションを承認する基
準である（32）。ただし、被告が事実上懲罰的損害賠償額の支払不能であるこ
とを示す証拠の提示を必要とする（33）。第２が、制限された寛大さ(limited 
generosity)（34）または制限された懲罰理論(limited punishment approach)基
準（35）である。これは、州および合衆国憲法の適正手続が反復的な懲罰的
（29）　Id. at 851-52.
（30）　Trautz v. Weisman, 846 F. Supp. 1160, 1169 (S.D. N.Y. 1994).
（31）　In re First Commodity Corp. Customer Accounts Litigation, 119 F.R.D. 301, 312 (D. 
Mass. 1987).
（32）　Id.
（33）　See, e.g., In re Simon Ⅱ Litigation, 407 F.3d at 137-38.
（34）　In re School Asbestos Litigation, 789 F.2d 996, 1005-06 (3d Cir. 1986).
（35）　See, e.g., Simon Ⅱ Litigation, 407 F.3d at 134.
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賠償請求を制限するという前提に基づき、被告に対して１回のみ当該賠償
請求を許容する理論である（36）。懲罰的損害賠償のための有限の資金がある
という推定を前提として、制限資金クラス・アクションを承認する基準と
なる（37）。しかし、1999年の合衆国最高裁判所判決であるOrtiz v. Fiberboard 
Corp.（38）以降、１回のみの懲罰的賠償を認める当該基準が本号の先例とは
相容れないという理由から、当該基準は否定されている（39）。
いずれの基準を根拠にするにせよ、実際にはほとんどの案件でクラス・
アクションの成立が否定されている（40）。不合理な懲罰的損害賠償から被告
を保護する方法がクラス・アクションのみではないと判断する裁判例（41）
や、そもそも制限資金の制限状態が証明されていないとして制限資金クラ
ス・アクションの成立を否定する裁判例が存在している（42）。懲罰的損害賠
償を請求するか否かを問わず、制限資金クラス・アクションの成立には前
提となる資金の制限状況を証明しなければならない。そこで、この証明が
なされていないとして、上記の基準の適用を待たずに懲罰的損害賠償を請
求するクラス・アクションの成立が否定されたわけである。その理由は、
陪審による実損と懲罰的損害賠償との関連性の評価と、それらの間の調和
を担保できないため、填補賠償額を算定することなしに懲罰的損害賠償
を認められないと述べられている（43）。そこで現在では、懲罰的損害賠償請
求を目的として制限資金クラス・アクションは承認されない状況にあると
いって過言ではない。
（36）　Id. at 134-35.
（37）　Id.
（38）　527 U.S. 815.
（39）　See, e.g., Simon Ⅱ Litigation, 407 F.3d at 137-38.
（40）　Ⅰ-Ⅲ FEDERAL CLASS ACTION DESKBOOK § 3.22 [2][e] (updated 2016).
（41）　In re North District of Cal., Dalkon Shield IUD Products Liablity Litigation, 693 F.2d 
at 852. 
（42）　Simon Ⅱ Litigation, 407 F.3d at 134-38.
（43）　Id. at 138-39.
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３．制限資金クラス・アクションが想定される事案
Rule 23(b)(1)(B)は、個別の訴えでは制限された財産の配分を巡り利害
対立が発生するため、一括した訴えの処理を目的にクラス・アクションを
認めるものである。前述のように、多額な懲罰的損害賠償が請求される案
件が除外されるとなると、本号のクラス・アクションはいかなる事案に対
処することを想定して制定されたのであろうか。
改正諮問委員会は本号のクラス・アクションが必要と想定される事案と
して、組合員の相互的扶助および福利増進を目的とした友愛福利共済組合
の改組、株主による配当の発表や自らの権利を確定することを求める訴
え、信託証書受託者やその他大規模な受益者集団の構成員に影響を与える
受託者による信託義務違反、そして信託財産の回復を目的とする財産の計
算およびそれに類似する手続を挙げている（44）。改正諮問委員会は、本号の
クラス・アクションの対象として共済組合や信託を想定していたことにな
る。つまり本号の下でクラス・アクションが承認されるには、共済組合お
よび信託財産のようにクラス・アクション提起以前に一定の額が確定して
いる資金または財産が存在することが必要となる。訴え提起以前に既に確
定し、その額の増減を想定していない資金または財産に対する請求が、ま
さに本号のクラス・アクションの対象であったと解することができるので
ある。
４．制限資金クラス・アクションと大規模不法行為
大規模事故や製造物瑕疵による損害は多数の者に影響を与えるため大規
模不法行為と別称される（45）。とりわけ薬品などの瑕疵では損害の大規模化
が顕著となる。クラス・アクションで損害賠償が請求されると、被害者が
多数のため高額化する。そこで、被告の財産がすべての被害者の賠償を満
（44）　FED. R. CIV. P. 23(b)(1)(B), Advisory Committee’s Note.
（45）　大規模不法行為は、概括的には第１が単一の事故であり、第２が製造物の瑕疵
による損害、そして第３が有毒物質による環境および人身および財産への影響であ
る。楪博行「大規模不法行為出現の背景」白鷗法学22巻２号55頁 (2016)以降を参照。
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足させるかが不明となり、制限資金クラス・アクションが用いられること
が想定される。
アスベスト被害にかかる和解を審理した1999年のOrtiz v. Fiberboard（46）
で合衆国最高裁判所は、制限資金クラス・アクションにおける制限資金の
性質を示した。第１は、確定金額支払い請求の総額とそれを弁済するため
の資金で、明確に上限がありすべての請求を履行するには十分ではないも
のである。第２は圧倒的に多額な請求に対する不十分な資金を対象として
いる。そして第３は、救済を共通とする原告が平等に取り扱われることで
ある（47）。この性質を根拠として、被告所有の現存する資産だけではなく、
保険金からの支払い分を加えると明確に資金が制限されているとはいえな
いと述べて、制限資金クラス・アクションの成立を否定したのである（48）。
本判決を受けて連邦巡回区控訴裁判所は、制限資金クラス・アクショ
ンの承認を訴え提起以降に財産額が変動しない場合のみに限定した。
2000年に瑕疵あるペースメーカーによる被害の損害賠償を請求したIn re 
Telectronics Pacing Systems（49）では、Rule 23 (b)(1)(B)が対象とする制限
資金を、従前より外部からくる金銭の蓄えであり、当事者の操作によって
その額が変動しないものであると述べている（50）。そして、一定の金額で和
解を目的とするクラス・アクションが、Ortiz判決で示された本号の制限
資金の性質のいずれにも該当しないとして承認しなかったのである（51）。し
たがって、制限資金クラス・アクションが成立するには、確定された額の
資金がすでに敗訴者側に存在しなければならないことになる。保険金など
大規模不法行為発生後に形成される資金が含まれれば否定されることにな
るわけである。
（46）　527 U.S. 815.
（47）　Id. at 838-40.
（48）　Id. at 850.
（49）　221 F.3d 870 (6th Cir. 2000).
（50）　Id. at 873.
（51）　Id. at 877.
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三　差止請求クラス・アクション
１．Rule 23(b)(2): 差止請求クラス・アクションの目的と成立要件
Rule 23(b)(2)は、差止請求を行うクラス・アクションを定めている。差
止命令により一定の行為の不作為および作為を求めるため、違法行為によ
るクラス構成員個々の被害状況を精査せずともクラス全体の損害が単一の
差止命令により救済可能であることが前提となる。1966年の連邦民事訴
訟規則改正の際に、本号は主として人種差別など広範な効果をもつ違法行
為を救済する目的で制定された（52）。それ以来、人種差別など市民権のみな
らず、独占禁止法（53）や被用者退職所得保障法（54）の分野にまで広く適用さ
れてきたのである。
本号の差止請求クラス・アクションが成立するには、①相手方当事者が
クラス全体に対して行為またはそれをなすことを拒絶し、②クラス代表が
差止命令または宣言的判決を請求し、そして③このような救済がクラス全
体にとり適切であることが必要とされる（55）。第１の要件は被告がクラスと
いう集団に影響を与えているかに焦点が当てられている。一個の集団と
してクラスが成立するか否かの判定である。これはRule 23(a)所定の共通
性、典型性および代表の適切性の要件にも関連する。そこで、必ずしも第
１の要件を単独で厳格に判断する必要がないことになる。第２の要件は終
局的な救済が求められているとともに、本号のクラス・アクションが差止
命令または宣言的判決を求めるものであることを明示する。そのため、損
害賠償を請求する訴えは本号に該当しないことになる。第３の差止命令ま
たは宣言的判決による救済がクラス全体に適切であるとする要件は、ク
（52）　FED. R. CIV. P. 23, Advisory Committee’s Note.
（53）　See, e.g, In re Universal Service Fund Tel. Billing Practices Litigation, 219 F.R.D. 661, 
679-81 (D. Kan. 2004).
（54）　See, e.g., Serio v. Wachovia Secs., LLC, No. 06-4681, 2009 WL 900167, at *5 (D. N.J. 
Mar. 31 2009). Employee Retirement Income Security Actであり、本法は1974年に被
用者の退職後の年金受給権保護および被用者の福利を目的として制定された連邦法
である。
（55）　FED. R. CIV. P. 23(b)(2).
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ラスへの一括した救済を意味している。合衆国最高裁判所は2011年のWal-
Mart Stores, Inc. v. Dukes（56）で、本号の救済がクラス全体に対して不可分
に影響を与える性質をもつものであるため、各々のクラス構成員に対して
個別に差止命令または宣言的判決が出される場合には、本号が適用されな
いと判断している（57）。Dukes判決により、連邦下級審では差止命令が特定
のクラス構成員のみに向けられている案件について本号のクラス・アク
ションが否定されることになったのである（58）。
以上のように、本号の差止請求クラス・アクションは、求められる救済
が差止命令または宣言的判決であり、すべてのクラス構成員に影響を与え
ることが想定されている。そのため、クラス・アクションに参加するため
の告知が不要となる（59）。告知の有無に関わらず、差止命令および宣言的判
決の性質からその対象者がクラス構成員となるためである。またクラス構
成員は、判決の効力を回避するためにクラスから離脱する権利を与えられ
ていない（60）。個々のクラス構成員に離脱権を認めて個別の訴えを提起する
ことを許せば、Rule 23(b)(2)の目的である差止命令と宣言的判決の効果が
失われることにもなりかねないからである。
（56）　131 S.Ct. 2541 (2011).
（57）　Id. at 2558.
（58）　See, e.g., M.D. ex rel. Stukenberg v. Perry, 675 F.3d 832, 846 (5th Cir. 2012). クラス
構成員個々の救済が差止命令であっても、一括したものではなく個別の構成員を対
象とする場合にはRule 23(b)(2)クラス・アクションは成立できないわけである。
（59）　FED. R. CIV. P. 23(c)(2)(A). によれば、Rule 23(b)(1)および(b)(2)のクラス・アク
ションでは、裁判所はクラスに対して適切な告知を行うよう命じることができると
規定されており、クラス・アクションの告知は義務的ではなく任意的なものである。
FED. R. CIV. P. 23(c)(2)(B). では、Rule 23(b)(3)のクラス・アクションが承認される
ためには、裁判所は現状で実効性のある最善の告知をクラスに行うことを命じなけ
ればならないと規定されており、クラス・アクションの告知が義務的なものとされ
ている。
（60）　Dukes, 131 S. Ct. at 2558.
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２．その他の成立要件にかかる考慮要素
本号のクラス・アクションで請求されるのが、一定の行為の作為ならび
に不作為を要求する差止命令である以上、これが対象とする一定の集団は
結合した一個の存在でなければならない。一部の連邦控訴裁判所では、こ
の結合の存在を重視する。なぜなら、差止命令または宣言的判決の場合に
は、告知によりクラスを構成することがなく、またクラス構成員にクラス
からの離脱を認めないため、結合した集団が前提にされているからであ
る。そこで、損害賠償を請求する場合と比べて差止請求クラス・アクショ
ンでは、一層強固に結合したクラスの存在が必要とされるのである（61）。本
号にはクラスの結合を目的とする要件や、Rule 23(b)(3)に定めるクラス・
アクションが個別の訴えより優越していることを求める要件は規定されて
いない。それにもかかわらず、ニュー・ジャージー州連邦地方裁判所は、
クラスの結合を強調する。損害賠償請求のクラス・アクションが個々のク
ラス構成員の請求について詳細な本案審理を必要とするために、クラスの
結合とクラス構成員が求める救済の同一性を確保する必要があることを述
べ、この状況がエクィティ上の救済を求める場合でも同様であると指摘し
ている（62）。本判決によれば、すべてのクラス・アクションでクラスの統一
性が求められていることになる。
損害賠償請求のRule 23(b)(3)クラス・アクションが成立するためには、
個別の訴えより優越していることが求められる（63）。この要件を類推適用し
て、Rule 23(b)(2)もクラス・アクションが必要(necessary)である場合にの
（61）　Avritt v. Reliastar Life Insurance Co., 615 F.3d 1023, 1035 (8th Cir. 2010). 連邦第８巡
回区控訴裁判所の本判決と同様に、連邦第７巡回区控訴裁判所においてもクラスの
一層の結合がRule 23(b)(2)クラス・アクションで求められていると考えられている。
その理由には、本号のクラス・アクションがクラス構成員へのクラス・アクション
提起についての告知を求めていないとともにクラスの離脱を認めておらず、個々の
クラス構成員の利益が結合していることを前提とすることが示されている。Lemon v. 
International Union of Operating Engineers, 216 F.3d 577, 580 (7th Cir. 2000).
（62）　Osgood v. Harrah’s Entm’t, Inc., 202 F.R.D. 115, 128 (D. N.J. 2001).
（63）　FED. R. CIV. P. 23(b)(3).
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みその成立を認めるべきと解する裁判所がある。この判断を示した裁判所
には、連邦第４巡回区控訴裁判所と第６巡回区控訴裁判所がある。必要性
を付加的要件と解する裁判所は、クラス構成員が個別の訴えでクラス・ア
クションと同一の救済を得ることができるのであれば、クラス・アクショ
ンは不要となり承認すべきではないととらえる（64）。個別の訴えにより他の
者も同一の救済を受けるとする論理は、根拠なしに既判力を他の者にも及
ぼすことを認めるものである。したがって、クラス・アクションの必要性
をRule 23(b)(2)の要件として付加する解釈は採用できないことになる。他
の裁判所ではこれを否定している。必要性の要件がRule 23(b)(2)に規定さ
れていないので、差止請求を行うクラス・アクションの承認を否定する効
果を生じることになるからである（65）。
３．差止請求クラス・アクションでの損害賠償請求の可否
Rule 23(b)(2)は差止命令または宣言的判決が請求できる旨を明記してい
るので、損害賠償請求は対象外になる（66）。しかし、差止命令または宣言的
判決が主位的請求され、損害賠償請求があくまでも付随的(incidental)であ
（64）　See, e.g., Sandford v. R.L. Coleman Realty Co., 573 F.2d 173, 178 (4th Cir. 1978).  連
邦第４巡回区控訴裁判所による本判決は個別の訴えでクラス・アクションと同一
の救済が得られることを理由として、Rule 23(b)(2)クラス・アクションの成立を
否定している。Craft v. Memphis Light, Gas & Water Div., 534 F.2d 684, 686 (6th Cir. 
1976), aff ’d, 436 U.S. 1 (1978) .  連邦第６巡回区控訴裁判所による本判決は、個別の
訴えで得られた差止命令と宣言的判決が同様な状況にある他の者に影響を与えるの
で、クラス・アクションの提起には有益な目的が存在しないことになり、そのため
クラス・アクションの成立が否定されると述べている。
（65）　See, e.g., Brown v. Scott, 602 F.2d 791, 795 (7th Cir. 1979), aff ’d, 447 U.S. 455 (1980). 
本判決では、必要性の要件がRule 23(b)(2)に明記されていないことを指摘する。
Gatter v. Cleland, 87 F.R.D. 66, 70 (E.D. Pa. 1980).  本判決では、必要性をRule 23(b)
(2)の要件とすれば、本号のクラス・アクションの承認が実質的に認められないこと
になると述べている。
（66）　See, e.g., Thorn v. Jefferson-Pilot Life Insurance Co., 445 F.3d 311, 329-32 (4th Cir. 
2006); Jefferson v. Ingersoll International Inc., 195 F.3d 894, 898 (7th Cir. 1999).
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る場合には例外であるとされている（67）。
差止請求クラス・アクションでの損害賠償請求の可否については、連邦
巡回区控訴裁判所毎に異なる基準が示されている。第１は付随的損害賠償
に限定する基準(incidental damages only)である。損害賠償が差止命令ま
たは宣言的判決に付随して請求される場合に限定するものである。1998
年に連邦第５巡回区控訴裁判所はAllison v. Citgo Petroleum Corp.（68）で、
雇用差別における損害賠償請求は個々のクラス構成員の雇用差別状況を精
査する必要があるので、主位的請求である差止命令に付随するものではな
いと判断した（69）。本判決で示された損害賠償が差止請求に付随するとは、
クラス構成員個人に関する請求ではなく、クラス全体の救済として請求さ
れるものに限られることを前提とする。この付随的損害賠償に限定する
基準は、連邦第５巡回区控訴裁判所だけでなく、第６巡回区（70）、第７巡回
区（71）、そして第11巡回区（72）でも採用されている。
第２は主観的意図基準(subject intent approach)である。当該基準は次の
２つを満たすことを求める。①差止命令または宣言的判決が損害賠償よ
りも優越した救済であり、②個別の訴えよりもクラス・アクションの方
が効果的かつ処理し易いだけでなく、司法経済にも資することである（73）。
2001年に連邦第２巡回区控訴裁判所はRobinson v. Metro-North Commuter 
R.R.（74）で、請求される救済の重要性を比較衡量して差止請求が上記２つ
（67）　Berry v. Schulman, 807 F.3d 600, 609, 611-12 (4th Cir. 2015). なお、付随的請求とは
わが国の民事訴訟にいう予備的請求とは異なる概念である。あくまでも同一の請求
の原因からくる付加的なものである。付随的請求はあくまでも請求に付随したもの
であるのに対して、予備的請求は法律上両立しない複数の請求の順位のうち後順位
を指すためである。
（68）　151 F.3d 402 (5th Cir. 1998).
（69）　Id. at 411-18.
（70）　Reeb v. Ohio Department of Rehab. & Corr., 435 F.3d 639, 650-51 (6th Cir. 2006).
（71）　Jefferson v. Ingersoll International Inc., 195 F.3d at 898.
（72）　Murray v. Auslander, 244 F.3d 807, 812 (11th Cir. 2001).
（73）　Ⅰ-Ⅲ FEDERAL CLASS ACTION DESKBOOK § 3.23[d].
（74）　267 F.3d 147 (2d Cir. 2001).
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の要件を満足すべきであり、この場合には損害賠償が付随的となりRule 
23(b)(2)で請求可能となると判示した（75）。当該基準の２つの要素は、Rule 
23(b)(3)のクラス・アクションの要件に重複しており、個別の訴えと比べ
てクラス・アクションが優越するとともに、訴えの処理が可能であること
を示したものに過ぎない。したがって、主観的意図基準の内実は、差止請
求がRule 23(b)(3)の成立要件を満たせば、直ちにRule 23(b)(2)で損害賠償
請求も並行して認められることである。当該基準は付随的損害賠償に限定
する基準と比べ、Rule 23(b)(2)のクラス・アクションで損害賠償を請求し
易くしたものであったわけである。しかし、2011年の合衆国最高裁判所
によるWal-Mart判決（76）を受けて、連邦第２巡回区控訴裁判所は主観的意
図基準を放棄し付随的損害賠償に限定する基準を採ることになった（77）。
第３は客観的意図基準(objective intent approach)である。これは、「適
切かつ最終的な救済が専ら損害賠償である案件には本号が及ばない」（78）、
とする改正諮問委員会の解釈を根拠としている。この基準によると、損害
賠償が差止請求または宣言的判決に優越していれば、Rule 23(b)(2)の下で
損害賠償請求を行うことができない。しかし、優越性を判断するには個別
の検討が必要となる。そこで、次の諸点が検討すべき事項となる。①損害
賠償請求の是非を審理する手続であるのか、②新しく重要な法的および事
実上の争点を生みだすのか、③個々のクラス構成員についての審理が必要
となるのか、そして④損害賠償額と填補賠償や懲罰的損害賠償など、その
内容が適正手続とクラス・アクションの処理可能性についての問題を発生
させるかである（79）。
2011年に合衆国最高裁判所はWal-Mart, Inc. v. Dukes（80）で、Rule 23(b)
（75）　Id. at 164.
（76）　Wal-Mart Stores, Inc. v. Dukes, 564 U.S. 338 (2011).
（77）　Amara v. CIGNA Corp., 775 F.3d 510, 520 (2d Cir. 2001).
（78）　FED. R. CIV. P. 23(b)(2), Advisory Committee’s Note.
（79）　Dukes v. Wal-Mart Stores, Inc., 603 F.3d 571, 581-82 (9th Cir. 2010), rev’d Wal-Mart 
Stores, Inc. v. Dukes, 564 U.S. 338 (2011).
（80）　564 U.S. 338.
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(2)のクラス・アクションでは損害賠償の請求が認められないと判断し
た（81）。本判決は、適切な最終的救済(final relief)が損害賠償の場合には、
Rule 23(b)(2)が及ばないことを確認した（82）。そして、損害賠償請求が差止
請求に優越するものでなければ、本号の下で損害賠償請求が認められると
する被上告人の主張を退けた。差止請求に対して付随的または優越的であ
ることにかかわらず、Rule 23(b)(2)の下で損害賠償請求を認めることにな
れば、Rule 23(b)(3)による保護が受けられないと述べたのである（83）。Rule 
23(b)(3)の保護とは、クラス構成員への告知とクラス・アクションからの
離脱権(opt-out right)を認めることであり、これが否定されるというわけ
である（84）。本件は雇用上の差別についての案件であり、現職および退職者
で構成されたクラスによる訴えであった。本件クラスの約半数にのぼる退
職者は雇用差別禁止の差止請求を行う原告適格がないため、クラス全体へ
の最終的救済となる差止命令や宣言的判決を請求するクラス・アクション
は成立しないと結論づけたのである（85）。本判決は従前の付随的な損害賠償
を明確に否定するものではなかった。しかし、Rule 23(b)(2)の下で損害賠
償請求が行われると、Rule 23(b)(3)の手続的保護はないことを指摘してお
り、付随的な損害賠償請求について否定的な姿勢を示したわけである。
４．Rule 23(b)(2)の下での被告クラスの是非
差止請求クラス・アクションを巡る継続的検討課題に、Rule 23(b)(2)の
下での被告クラス成立の是非がある。本号には、被告クラスの存在を示す
文言は存在しない。本号の「行為をなしまたはそれをなすことを拒絶する
相手方当事者」（86）を、被告クラスと解釈するか否かにより賛否が分かれる
（81）　Id. at 365.
（82）　Id. at 363.
（83）　Id. at 363-64.
（84）　Id. at 364.
（85）　Id. at 364-65.
（86）　FED. R. CIV. P. 23(b)(2).
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ことになる。原則的には裁判例上、当該当事者は、被告クラスではなく原
告クラス内部の反対する構成員と解釈されてきた（87）。そこで、Rule 23(b)
(2)の下では被告クラスの成立を認められないと判断するのである（88）。
一方で、被告クラスの存在を推定する裁判例は、被告クラスへの差止請
求が想定されるという理由から、それを認めている（89）。1979年に連邦第２
巡回区控訴裁判所はMarcera v. Chinlund（90）で、Rule23(b)(2)が地方自治体
公務員のクラスに対する差止請求に有効な方法であると述べて（91）、本号の
下での被告クラスの存在を認めていた。本件は、身体障害者が投票所に行
くことが困難であるのは連邦および州法違反であると主張して、郡選挙管
理委員会を相手取ったRule 23(b)(2)の差止請求クラス・アクションであっ
た。本判決は、郡選挙管理委員会委員で構成される被告クラスの成立を承
認している（92）。
そこで、被告クラスの成立のためには複数の被告の行為が調和している
ことが必要ということになる（93）。また、クラス・アクション規定の目的で
ある司法運営と正義実現の利益が被告クラスの存在と合致するという理由
から、被告クラスを承認する裁判例もある（94）。司法運営と正義実現が理由
として並置されていることから、効率的司法運営すなわち複数の被告を相
手取った複数のクラス・アクションの提起を避ける目的で被告クラスを認
めたものであると推定される。以上の裁判例から示されるのは、共同不法
行為などにより少なくとも何らかの調和した一個の集団の存在が推定され
る場合には、被告クラスの成立が承認されて然るべきという前提が存在し
（87）　See, e.g., Paxman v. Campbell, 612 F.2d 848, 854 (4th Cir. 1980).
（88）　See, e.g., Tilley v. TJX Cos., Inc., 345 F.3d 34, 39-40 (1st Cir. 2003).
（89）　See, e.g., Brown v. Kelly, 609 F.3d 467, 476 (2d Cir. 2010).
（90）　595 F.2d 1231 (2d Cir. 1979), vacated on other grounds sub nom. Lombard v. Marcera, 
442 U.S. 915 (1979).
（91）　Id. at 1238.
（92）　McKay v. County Election Commissioners, 158 F.R.D. 620, 625 (E.D. Ark. 1994).
（93）　United States v. Rainbow Family, 695 F. Supp. 314, 320-21 (E.D. Tex. 1988).
（94）　Doss v. Long, 93 F.R.D. 112, 118-19 (N.D. Ga. 1981).
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ていることである。ただし、このような集団の存在を推定する基準をRule 
23(b)(2)に求めることができるのかという疑問が生じる。Rule 23は、その
(a)項でクラス・アクション全般の成立要件を定めている。Rule 23(b)(2)
はあくまでもエクィティ上の救済を求める特定のクラス・アクションの成
立要件を定めているに過ぎない。統一的な一個の集団の存在を推定するに
は、Rule 23(a)で示される要件を満足するか否かにかかっている。したがっ
て、被告クラスを認める裁判例の根拠はRule 23(b)(2)ではなくRule 23(a)
から導かれていると考えられるのである。
おわりに
強制型クラス・アクションは、クラス構成員を判決および和解に拘束
させるため、クラスを離脱することを認めない。連邦民事訴訟規則Rule 
23(b)(1)(A)の矛盾する判決を回避するクラス・アクション、Rule 23(b)(1)
(B)の損害賠償の対象となる資金が制限された状況下での利害対立を回避
するクラス・アクション、そしてRule 23(b)(2)の差止命令や宣言的判決を
求めて一定の行為を規制するためのクラス・アクション、以上が強制型に
該当する。
これらは、多数当事者とそれらの請求をそれぞれ併合して一個とせざる
を得ない、まさにクラス・アクションの必要性に由来する。したがって、
クラスとその請求の統一性が必要とされるのである。差止請求クラス・ア
クションにおいて損害賠償請求の可否が問題となったのは、個々のクラス
構成員の損害賠償請求を認めることにより、請求の統一性が担保できない
危険性の認識があったと推定できるのである。
一方でこれらのクラス・アクションには、存在の前提となるものが各々
相違する。Rule 23(b)(1)(A)は、矛盾した判決回避を目的とするクラス・
アクションであり、複数の訴え提起の可能性がある場合に用いられる。
Rule 23(b)(1)(B)は損害賠償の原資となる資金が制限される場合に用いら
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れ、そしてRule 23(b)(2)は差止請求など一定の行為の作為・不作為が求め
られる場合にそれぞれ根拠として提起される。強制型クラス・アクション
を巡る問題が示してきたものは、これらの目的に応じたクラス・アクショ
ンが必ずしも選択されず、または重複して選択されたことであった。そし
て、矛盾した判決回避を目的とするものでは請求される救済の相違による
問題が、資金に制限があるものでは制限資金の概念にかかる問題が、差止
請求のものでは請求される救済の重複に由来する問題が各々発生するので
ある。
強制型クラス・アクションにおけるクラス離脱権の不在は、裁判所に
手続問題処理権限を与えるRule 23(d)(1)(E)を介して例外が認められてい
る（95）。そのため、クラス離脱に関しては問題にはならないことになる。連
邦民事訴訟規則が1966年の改正を経験し、爾後半世紀以上の経験をした
にもかかわらず継続的に争われている強制型クラス・アクションを巡る問
題は、各々のクラス・アクションの守備範囲の確定を目的とするもので
あったのである。
〈公益財団法人全国銀行学術研究振興財団2016年度研究助成による研究〉
（本学法学部教授）
（95）　County of Suffolk v. Long Island Lighting Co., 907 F.2d 1295, 1303, 1305 (2d Cir. 
1990). 本判決では、裁判所が強制型クラス・アクションにおける例外を認める裁量
権があると指摘し、裁判官は適切と思料される場合には、Rule 23(d)(1)(E)によりク
ラス構成員にクラスからの離脱を認めることができると述べている。なおRule 23(d)
(1)(E)は、連邦民事訴訟規則の下で訴訟処理を行うに際して、裁判所に手続上の問
題を処理するための命令を発することができる旨を規定している。
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